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－ １ － 

報告第１４号 

令和４年度藤井寺市健全化判断比率の報告について 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第

１項の規定により、令和４年度藤井寺市健全化判断比率を別紙のとおり監査委員の

意見を付けて報告する。 

  令和５年９月５日提出 

藤井寺市長 岡田 一樹   

（単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

― 

（１２．８０） 

― 

（１７．８０） 

２．５ 

（２５．０） 

４５．４ 

（３５０．０） 

備考 

 １ 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担比率

が算定されない場合は、「－」を記載している。 

 ２ 藤井寺市の早期健全化基準を括弧内に記載している。 



－ ２ － 

報告第１５号 

令和４年度藤井寺市資金不足比率の報告について 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条

第１項の規定により、令和４年度藤井寺市資金不足比率を別紙のとおり監査委員の

意見を付けて報告する。 

令和５年９月５日提出 

藤井寺市長 岡田 一樹   

（単位：％） 

特別会計の名称 資金不足比率 備  考 

病院事業会計 
― 

（２０．０） 

地方公共団体の財政の健全化に関

する法律施行令（平成１９年政令第

３９７号）第１７条第１号の規定に

より事業の規模を算定 

公共下水道事業会計 
― 

（２０．０） 

地方公共団体の財政の健全化に関

する法律施行令（平成１９年政令第

３９７号）第１７条第１号の規定に

より事業の規模を算定 

備考 

 １ 資金不足比率が算定されない場合は、「－」を記載している。 

 ２ 藤井寺市の経営健全化基準を括弧内に記載している。 



－ ３ － 

認定第１号 

令和４年度藤井寺市一般会計歳入歳出決算認定について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和４

年度藤井寺市一般会計歳入歳出決算を別紙のとおり監査委員の意見を付けて議会の

認定に付する。 

令和５年９月５日提出 

藤井寺市長 岡田 一樹   



－ ４ － 

認定第２号 

令和４年度藤井寺市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和４

年度藤井寺市国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別紙のとおり監査委員の意見を

付けて議会の認定に付する。 

令和５年９月５日提出 

藤井寺市長 岡田 一樹   



－ ５ － 

認定第３号 

令和４年度藤井寺市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定につい

て 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和４

年度藤井寺市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別紙のとおり監査委員の意見

を付けて議会の認定に付する。 

令和５年９月５日提出 

藤井寺市長 岡田 一樹   



－ ６ － 

認定第４号 

令和４年度藤井寺市介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和４

年度藤井寺市介護保険特別会計歳入歳出決算を別紙のとおり監査委員の意見を付け

て議会の認定に付する。 

令和５年９月５日提出 

藤井寺市長 岡田 一樹   



－ ７ － 

認定第５号 

令和４年度藤井寺市病院事業会計決算認定について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令

和４年度藤井寺市病院事業会計決算を別紙のとおり監査委員の意見を付けて議会の

認定に付する。 

令和５年９月５日提出 

藤井寺市長 岡田 一樹   



－ ８ － 

認定第６号 

令和４年度藤井寺市公共下水道事業会計決算認定について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令

和４年度藤井寺市公共下水道事業会計決算を別紙のとおり監査委員の意見を付けて

議会の認定に付する。 

令和５年９月５日提出 

藤井寺市長 岡田 一樹   



－ ９ － 

議案第３９号 

藤井寺市役所支所設置条例の廃止等について 

藤井寺市役所支所設置条例を廃止する等の条例を次のように定める。 

  令和５年９月５日提出 

藤井寺市長 岡田 一樹   

提案理由 

支所及び市民総合会館分館の老朽化に伴い、令和６年４月１日から支所及び市民

総合会館分館を廃止するため、所要の改廃を行うものである。 



－ １０ － 

藤井寺市条例第  号 

藤井寺市役所支所設置条例を廃止する等の条例 

 （藤井寺市役所支所設置条例の廃止） 

第１条 藤井寺市役所支所設置条例（昭和４１年藤井寺市条例第４号）は、廃止す

る。 

 （藤井寺市立市民総合会館条例の一部改正） 

第２条 藤井寺市立市民総合会館条例（平成１４年藤井寺市条例第１２号）の一部

を次のように改正する。 

  第２条第２号ウを削る。 

別表第１中分館の項を削る。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（藤井寺市公告式条例の一部改正） 

２ 藤井寺市公告式条例（昭和３４年藤井寺市条例第３号）の一部を次のように改

正する。 

第２条第２項中「及び藤井寺市支所前」を削る。 



－ １１ － 

議案第４０号 

藤井寺市印鑑条例の一部改正について 

藤井寺市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和５年９月５日提出 

藤井寺市長 岡田 一樹   

提案理由 

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第

３７号）第４９条により、電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証

業務に関する法律（平成１４年法律第１５３号）が改正されたことに伴い、利用者

証明用電子証明書をスマートフォン（移動端末設備）に搭載することが可能となり、

移動端末設備用利用者証明用電子証明書を用いてのコンビニ交付サービスが令和５

年中に開始される予定であることから、当該サービスの開始に対応するため、所要

の改正を行うものである。 



－ １２ － 

藤井寺市条例第  号 

藤井寺市印鑑条例の一部を改正する条例 

藤井寺市印鑑条例（平成６年藤井寺市条例第１６号）の一部を次のように改正す

る。 

第１３条中「個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人

番号カードをいう。）に記録されている利用者証明用電子証明書（電子署名等に係

る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成１４年法律第  

１５３号）第２２条第１項に規定する個人番号カード用利用者証明用電子証明書で

有効なものに限る。）」を「電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認

証業務に関する法律（平成１４年法律第１５３号）第２２条第１項に規定する個人

番号カード用利用者証明用電子証明書又は同法第３５条の２第１項に規定する移動

端末設備用利用者証明用電子証明書」に改める。 

附 則 

この条例は、規則で定める日から施行する。 



－ １３ － 

議案第４１号 

藤井寺市空家等対策協議会条例の一部改正について 

藤井寺市空家等対策協議会条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和５年９月５日提出 

藤井寺市長 岡田 一樹   

提案理由 

空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和５年法律第 

５０号）により、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７

号）の一部が改正されたことに伴い、条例中の引用部分に条ずれが生じるため、所

要の改正を行うものである。 



－ １４ － 

藤井寺市条例第  号 

藤井寺市空家等対策協議会条例の一部を改正する条例 

藤井寺市空家等対策協議会条例（平成２９年藤井寺市条例第１１号）の一部を次

のように改正する。 

第１条中「第７条第１項」を「第８条第１項」に改める。 

第２条中「第６条第１項」を「第７条第１項」に改める。 

附 則 

この条例は、空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和

５年法律第５０号）の施行の日から施行する。 



－ １５ － 

議案第４２号 

柏原羽曳野藤井寺消防組合規約の変更に関する協議について 

柏原羽曳野藤井寺消防組合規約の一部を次のとおり変更することについて、関係

地方公共団体と協議するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９０条

の規定により、議会の議決を求める。 

  令和５年９月５日提出 

藤井寺市長 岡田 一樹   

提案理由 

 大規模自然災害及び少子高齢化・人口減少に対応できるよう、消防体制基盤を強

化する必要があることから、柏原市、羽曳野市及び藤井寺市の３市に加え、富田林

市、河内長野市、太子町、河南町及び千早赤阪村の２市２町１村を含めた消防広域

化を実施するため、柏原羽曳野藤井寺消防組合を組織する地方公共団体の数の増加

及び当該組合が共同処理する事務の変更並びに本規約の変更について、関係地方公

共団体と協議するため、議会の議決を求めるものである。 



－ １６ － 

柏原羽曳野藤井寺消防組合規約の一部を変更する規約 

柏原羽曳野藤井寺消防組合規約（昭和３８年９月２７日許可）の一部を次のよう

に変更する。 

 題名を次のように改める。 

大阪南消防組合規約 

 第１条中「柏原羽曳野藤井寺消防組合」を「大阪南消防組合」に改める。 

 第２条中「大阪府柏原市、羽曳野市及び藤井寺市」を「富田林市、河内長野市、

柏原市、羽曳野市、藤井寺市、太子町、河南町及び千早赤阪村」に、「組合市」を

「関係市町村」に改める。 

 第３条第１号中「消防団に関する事務」の次に「並びに消防水利施設の設置、維

持及び管理に関する事務」を加え、同条第２号中「組合市」を「関係市町村」に改

める。 

 第５条を次のように改める。 

（議会の組織） 

第５条 組合の議会（以下「組合議会」という。）の議員の定数は、１８人とし関

係市町村の選出区分は、次に掲げるとおりとする。 

 ⑴ 富田林市 ３人 

 ⑵ 河内長野市 ３人 

 ⑶ 柏原市 ３人 

 ⑷ 羽曳野市 ３人 

 ⑸ 藤井寺市 ３人 

 ⑹ 太子町 １人 

 ⑺ 河南町 １人 

 ⑻ 千早赤阪村 １人 

第６条中「組合市」を「関係市町村」に改める。 

第７条第１項中「関係組合市」を「関係市町村」に改める。 

第８条中「組合市」を「関係市町村」に改める。 

第１０条中「組合に管理者」の次に「１人」を加え、「２人」を「７人」に改め、

「会計管理者」の次に「１人」を加える。 

第１１条第１項及び第２項中「組合市」を「関係市町村」に改め、同条第３項中

「の属する市の会計管理者をもって充てる」を「が任命する」に改める。 

第１２条中「組合市」を「関係市町村」に改める。 

第１３条第２項中「地方自治法」の次に「（昭和２２年法律第６７号）」を加え



－ １７ － 

る。 

第１４条中「職員」を「消防吏員その他の職員（以下「職員」という。）」に改

め、同条に次の１項を加える。 

２ 前項の職員の定数は、組合の条例で定める。 

 第１５条第１項中「組合市の分賦金、財産より生ずる収入手数料、その他の収入」

を「関係市町村の負担金、補助金、手数料その他の収入」に、「支弁する」を「充

てる」に改め、同条第２項を次のように改める。 

２ 前項の負担金は、公平性の観点から、関係市町村における当該会計年度（地方

債の元利償還金については、当該地方債の借入年度。以下同じ。）の前年度の基

準財政需要額（地方交付税法（昭和２５年法律第２１１号）第２条第３号に規定

するものをいう。以下同じ。）の消防費の合計額に対する当該市町村の当該会計

年度の前年度の基準財政需要額の消防費の割合に応じた額とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規約は、令和６年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規約の施行の日から令和６年３月３１日までの適用については、第３条第

１号中「消防に関する事務」とあるのは「消防に関する事務（柏原市、羽曳野市

及び藤井寺市に係るものに限る。）」とし、同条第２号中「関係市町村」とある

のは「柏原市、羽曳野市及び藤井寺市」とする。 

３ この規約による改正後の大阪南消防組合規約第１５条の規定は、令和６年度分

の関係市町村の経費の負担から適用し、令和５年度分の経費の負担については、

なお従前の例による。 

 （負担金の額に係る経過措置） 

４ 第１５条第２項の規定にかかわらず、富田林市、河内長野市、太子町、河南町

及び千早赤阪村（以下「５市町村」という。）の負担金の額は、別途５市町村で

締結する協定書に定める期間においては、附則別表のとおりとする。 

（負担金の額に係る経過措置の延長等） 

５ 関係市町村は、前項の期間が経過するまでに、同項の期間の延長及び当該延長

に係る５市町村の負担金の額について、所要の措置を講ずるものとする。 

（負担金の額に係る経過措置の終了） 

６ 前項の延長に係る期間が経過した後における５市町村の負担金の額は、第１５

条第２項の規定の割合による額とする。 



－ １８ － 

附則別表 

市町村 経費負担 

富田林市 

河内長野市 

太子町 

河南町 

千早赤阪村 

⑴ 関係市町村における当該会計年度の前年度の基準財

政需要額の消防費の合計額に対する当該市町村の当該

会計年度の前年度の基準財政需要額の消防費の割合に

応じた額の５市町村の合計額を算出する。 

⑵ ⑴で算出した額について、消防広域化検討会の試算

に用いた平成２７年度から令和２年度までの消防費決

算額（消防団費その他特殊事業経費を除いた一般財源

分に限る。）の平均額に応じて按分した割合に応じた金

額を５市町村それぞれが負担する。 



－ １９ － 

議案第４３号 

藤井寺市の特定の事務を取り扱う郵便局の指定について 

地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律（平成１３年法

律第１２０号。以下「法」という。）第３条第１項の規定に基づき、次のとおり藤井

寺市の特定の事務を取り扱わせる郵便局を指定することについて、同条第３項の規

定により、議会の議決を求める。 

  令和５年９月５日提出 

藤井寺市長 岡田 一樹   

１ 指定する郵便局の名称 

道明寺南郵便局、藤井寺北条郵便局及び藤井寺沢田郵便局 

２ 取扱事務の範囲 

 ⑴ 法第２条第１号に規定する戸籍全部事項証明書等の交付請求の受付及び当該

請求に係る戸籍全部事項証明書等の引渡しに関する事務 

 ⑵ 法第２条第２号に規定する市・府民税証明書及び非課税証明書の交付請求の

受付及び当該請求に係る市・府民税証明書及び非課税証明書の引渡しに関する

事務 

 ⑶ 法第２条第３号に規定する住民票の写し等の交付請求の受付及び当該請求に

係る住民票の写し等の引渡しに関する事務 

 ⑷ 法第２条第４号に規定する戸籍の附票の写し等の交付請求の受付及び当該請

求に係る戸籍の附票の写し等の引渡しに関する事務 

 ⑸ 法第２条第５号に規定する転出届の受付及び転出証明書の引渡しに関する事

務 

 ⑹ 法第２条第１０号に規定する印鑑登録証明書の交付請求の受付及び当該請求

に係る印鑑登録証明書の引渡しに関する事務 

３ 取扱期間 

  令和６年４月１日から令和７年３月３１日までとする。ただし、当該期間の満

了の３か月前までに、藤井寺市及び日本郵便株式会社のいずれもが書面により事

務の取扱いを廃止する旨の意思表示をしないときは、当該期間を１年間延長する

こととし、以後も同様とする。 



－ ２０ － 

提案理由 

 支所で提供している行政サービスのうち、公的証明書の発行業務等の特定の事務

を令和６年４月１日から郵便局で取り扱わせようとするものである。 




